≪様式１０≫
この案は、基本事項を示したものであり、契約内容の一部を変更することがあります。

不動産売買契約書（案）
　売主豊田市（以下「甲」という。）と買主　　　　　　（以下「乙」という。）との間に、次の条項により不動産売買契約を締結する。
　（信義誠実の義務）
第１条　甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。
２　乙は、この契約の締結にあたり、「市有地売払いに係る一般競争入札実施要領（令和６年４月発行）」に記載された内容を遵守しなければならない。
　（売買物件）
第２条　甲は、その所有に係る次の物件（以下「本物件」という。）を次条以下の条件で乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。

　　＜物件の表示＞
　　　　豊田市三軒町１丁目４番１　　宅地　　１，５６９．２２㎡
　（売買代金）
第３条　売買代金は、総額金　　　　　　　　　円とする。
２　乙は、この契約の締結日の翌日から起算して５日以内に、売買代金を甲の定める方法により、甲に全額納入するものとする。
３　乙は、売買代金を一括で納付しないときは、この契約の締結日の翌日から起算して５日以内に、契約保証金として売買代金の１００分の１０以上（千円未満切上げ）を、甲の定める方法により、甲に納入するものとする。
４　乙は、前項に定める契約保証金を納入したときは、この契約の締結日の翌日から起算して４５日以内に、売買代金を甲の定める方法により、甲に全額納入するものとする。このとき、納入済の契約保証金を売買代金に充当することはできない。
　（実測による売買）
第４条　本物件は、実測により売買するものとする。
　（所有権の移転）
第５条　本物件の所有権は、売買代金が完納された時、乙に移転する。
　（所有権移転登記）

第６条　甲は、乙に対し、第３条の売買代金の完納後に、所有権移転登記手続を行い、乙は、これに協力するものとする。

２　所有権移転登記手続に要する費用は、甲の負担とする。ただし、登録免許税は乙の負担とする。
　（引渡時期）
第７条　本物件の引渡しは、第３条の売買代金を完納した日とし、現状有姿で行うものとする。

　（公租公課の負担）
第８条　前条の引渡しの日以後の本物件の公租公課は、全て乙の負担とする。

　（契約不適合責任）
第９条　この契約の締結後に、乙が本物件に種類、品質又は数量に関してこの契約の内容に適合しない状態があることを発見しても、甲は、補修その他の履行の追完、売買代金の減額、損害の賠償、契約の解除等（以下「補修等」という。）の責めを負わないものとする。ただし、乙が消費者契約法（平成１２年法律第６１号）第２条第１項に規定する消費者に該当する場合において、乙が本物件の引渡しの日から１年以内にその不適合を発見した旨を甲に通知し、協議を申し出たときは、甲は、補修等の協議に応じるものとする。
２　前項の規定にかかわらず、この契約の締結後に、本物件に土壌汚染又は地下埋設物が発見された場合、甲は一切の責任を負わないものとし、乙は売買代金の減額及び損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。
　（物件の滅失又は損傷）

第１０条　この契約の締結日以後に本物件が甲の責めに帰することができない事由によって滅失し、又は損傷したときは、乙は、甲に対し、その滅失又は損傷を理由として、補修等を求めることができない。
　（使用等の禁止）
第１１条　乙は、本物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団の事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、若しくは本物件を第三者に貸してはならない。
　（契約の解除）
第１２条　甲は、乙がこの契約に定める事項に違反した場合には、自らの責めに帰すべき事由によるものであるか否かにかかわらず、催告を要せず、直ちにこの契約を解除することができる。
　（暴力団等排除に係る解除）
第１３条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
（１）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められるとき。
（２）暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその法人等の経営又は運営に実質的に関与していると認められるとき。

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると認められるとき。
（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
（５）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしていると認められるとき。
（７）その他、甲が「市有地売払に係る一般競争入札実施要領（令和５年９月発行）」で定める入札参加資格を有していないと認められるとき。
２　甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の賠償を乙に請求することができる。
３　甲は、第１項の規定による解除により乙に損害が生じても、その責めを負わないものとする。
　（管轄裁判所の合意）

第１４条　この契約に関して甲乙間に争いがある場合は、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
　（協議）
第１５条　この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、甲乙協議して定めるものとする。
　この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。
　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　甲（売主）　豊田市西町３丁目６０番地

　　　　　　　　　　　　　豊田市

　　　　　　　　　　　　　　代表者　豊田市長　　太　田　稔　彦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当課　総務部　財産管理課）
　　　　　　乙（買主）
